
備考　 政令及び県条例施行規則の改正により､平成 22 年度データ分から対象事業所の業種数と対象化学物質数が､県条例施行規則の
　　　改正により平成 26 年度データ分から対象化学物質数が変わった。

（＊ 1 ）　対象化学物質
 　　　　第 一 種 指 定 化 学 物 質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量などから環境中に広く存在する
 化学物質
 　　　　特定第一種指定化学物質 ：第一種指定化学物質のうち、人に対して発がん性のある15物質
 　　　　第 二 種 指 定 化 学 物 質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量が増加すれば環境中に広く存在
 すると見込まれる化学物質
 　　　　県 独 自 に 定 め た 物 質 ：化学物質管理促進法の対象とならなかった物質で、県内の使用量が多いものや、内分泌かく乱作用
 の疑いのある物質など。

（＊ 2 ）  特 別 要 件 施 設：下水道終末処理施設、廃棄物処理施設及びダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設の
 こと。

（＊ 3 ）  適正管理のための手順書 ：各事業所における化学物質の適正管理体制や取扱方法などについて整理したもの。

　ア　化学物質の排出量、移動量及び取扱量の集計結果（平成28年度データ／平成29年度届出）
　（ア）業種別届出件数・排出量・移動量・取扱量� （単位：トン／年）

業　　　種
化学物質管理促進法 県　条　例

件　数 排出量(※４) 移動量(※5) 件　数 取扱量(※6)
製　造　業 7４0 6,78４ 9,072 8４0 ４30,376 

出版・印刷・同関連産業 53 ③ 751 ④ 517 59 15,695 
化学工業 ② 159 ② 1,028 ① ４,7４４ ② 191 ② 221,892 
プラスチック製品製造業 ④ 81 ① 1,500 ③ 586 ④ 86 ⑤ 27,875 
ゴム製品製造業 17 ④ 718 185 19 1,1４9 
鉄鋼業 18 81 ② 1,027 18 9,836 
非鉄金属製造業 38 21４ 155 ４４ ③ 69,987 
金属製品製造業 ③ 119 ⑤ 677 ⑤ ４70 ③ 130 5,995 
電気機械器具製造業 5４ 1４6 ４16 ⑤ 6４ ④ 62,206 
輸送用機械器具製造業 ４9 633 98 57 3,1４2 

石　油　卸　売　業 15 0 0 16 1,700 
燃　料　小　売　業 ① 577 109 0 ① 578 ① 338,0４2 
一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る） ⑤ 73 1 8 31 832 
そ　　の　　他 87 2４6 230 67 ４,４79 

合　　　　　計 1,４92 7,1４0 9,310 1,532 775,４29 

（注）　○数字は、項目ごとの上位�5�番目までの順位を示す。
（※4）排出量：�事業所の生産工程などから排出ガスや排出水などに含まれて環境中に排出された量のことで、埼玉県では大気

への排出が全体の97％を占める。
（※5）移動量：�事業所から排出された廃棄物や下水道に放流された排出水の中に含まれている量のことで、埼玉県では廃棄物

に含まれての移動が全体の99％を占める。
（※6）取扱量：��使用量（事業所において事業活動に伴い使用した量）、製造量（事業所において製造した量）、取り扱う量（事

業者自らは使用せず、卸売り、小売り等をするために、事業所において貯蔵所や貯蔵容器に移し替える等して
取り扱う量）の合計で、排出量や移動量の基礎になる量のこと。
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備考　 政令及び県条例施行規則の改正により､平成 22 年度データ分から対象事業所の業種数と対象化学物質数が､県条例施行規則の
　　　改正により平成 26 年度データ分から対象化学物質数が変わった。

（＊ 1 ）　対象化学物質
 　　　　第 一 種 指 定 化 学 物 質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量などから環境中に広く存在する
 化学物質
 　　　　特定第一種指定化学物質 ：第一種指定化学物質のうち、人に対して発がん性のある15物質
 　　　　第 二 種 指 定 化 学 物 質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量が増加すれば環境中に広く存在
 すると見込まれる化学物質
 　　　　県 独 自 に 定 め た 物 質 ：化学物質管理促進法の対象とならなかった物質で、県内の使用量が多いものや、内分泌かく乱作用
 の疑いのある物質など。

（＊ 2 ）  特 別 要 件 施 設：下水道終末処理施設、廃棄物処理施設及びダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設の
 こと。

（＊ 3 ）  適正管理のための手順書 ：各事業所における化学物質の適正管理体制や取扱方法などについて整理したもの。

　イ　�化学物質管理促進法に基づく届出以外の化学物質排出量推計結果（平成28年度データ／平成29年度推計）�
届出によって把握される排出量の他に、対象業種でも届出対象とならない事業者や、建設業などのよう
に対象でない事業者、自動車や二輪車などの移動体や家庭などからの排出があります。国は、これらから
の排出量を都道府県別に推計し、集計しています。

　（ア）総排出量（届出排出量＋届出外排出量）� （単位：トン／年）

届出排出量
届　出　外　排　出　量

総排出量対象業種 非対象業種 家　庭 移動体 届出外計
7,1４0 2,４４0 1,779 2,265 2,901 9,385 16,525 

（４3.2%） （1４.8%） （10.8%） （13.7%） （17.6%） （56.8%） （100%）

　（イ）物質別届出件数・排出量・移動量・取扱量� （単位：トン／年　ダイオキシン類のみ　g-TEQ／年）

物　　質　　名 化学物質管理促進法 県　条　例
件　数 排出量 移動量 件　数 取扱量

エチルベンゼン ④ 632 ⑤ 317 198 ④ 6４8 23,609 
塩化第二鉄 68 0 ⑤ 380 67 3,52４ 
キシレン ② 805 ② 592 353 ① 837 ② 78,8４9 
ジクロロメタン（別名塩化メチレン） 127 ④ ４9４ 193 72 1,523 
ヘキサメチレンテトラミン 8 0 ② 2,505 8 2,68４ 
1,2,４-トリメチルベンゼン ③ 666 13４ ４４ ③ 677 ⑤ ４9,007 
トルエン ① 808 ① ４,129 ① 2,665 ② 836 ① 201,080 
鉛化合物 96 0 90 3４ ③ 57,1４3 
フタル酸ビス（2-エチルヘキシル） ４5 8 ④ 397 ４8 17,6４1 
ノルマル－ヘキサン 56４ ③ 515 187 ⑤ 573 ④ 50,529 
ベンゼン ⑤ 578 11 0 513 8,705 
マンガン及びその化合物 112 27 ③ 950 57 6,133 
ダイオキシン類 139 （４.65） （83.8） － －
硫酸（三酸化硫黄を含む） － － － 215 39,015 
メチルエチルケトン（別名MEK） － － － 165 27,135 
メタノール － － － 201 20,9４7 
塩化水素（塩酸を含む） － － － 180 9,811 
硝酸 － － － 96 7,188 

　（ウ）大気への排出量（上位5物質）
� （単位：トン／年）

順位 物　質　名
届出排出量

（大気への排
出量に占める
割合％）

1 トルエン ４,125 （59.5） 
2 キシレン 592  （8.5） 
3 ノルマル－ヘキサン 515  （7.４） 
４ ジクロロメタン（別名塩化メチレン） ４9４  （7.1） 
5 エチルベンゼン 317  （４.6） 

　（イ）移動体からの排出量
　　（上位5物質）（単位：トン／年）

順位 物　質　名 排出量
1 トルエン 10４3
2 キシレン 593
3 ベンゼン 288
４ ホルムアルデヒド 2４7
5 ノルマル－ヘキサン 223

　（ウ）家庭からの排出量（上位5物質）� （単位：トン／年）

順位 物　質　名 製品の例 排出量

1 ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエー
テル 台所用合成洗剤、化粧品 8４４

2 ジクロロベンゼン 防虫剤、消臭剤 ４32

3 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及
びその塩 洗濯用合成洗剤 323

４ ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエー
テル硫酸エステルナトリウム シャンプー、合成洗剤 131

5 2－アミノエタノール 合成洗剤 103

　（エ）公共用水域への排出量（上位5物質）
� （単位：トン／年）

順位 物　質　名
届出排出量

（公共用水域への
排出量に占める割
合％）

1 ほう素化合物 89 (４3.6) 
2 ふっ化水素及びその水溶性塩 ４0 (19.5) 
3 亜鉛の水溶性化合物 28 (13.9) 
４ マンガン及びその化合物 27 (13.3) 
5 銅水溶性塩（錯塩を除く） 5  (2.6) 
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（�2 ）化学物質環境モニタリング調査（平成29年度）
　　工業団地周辺での環境リスクを把握するため、モニタリング調査を実施しています。
ア　調査地域
　　富士見工業団地（坂戸市・川越市・鶴ヶ島市）
イ　調査内容
　　調査地点：工業団地を囲む8地点及び工業団地の影響を受けにくいと考えられる1地点（対照地点）
　　調査方法：各調査地点において大気を年4回採取し、分析しました。
ウ　調査結果（全4回調査の平均値）

単位 :（μ g / ㎥）

調査地点名

調査対象物質

富士見工業団地

環境基準
北 北東 東 南東 南 南西 西 北西 対照

坂戸市 坂戸市 川越市 川越市 鶴ヶ島市 鶴ヶ島市 坂戸市 坂戸市 坂戸市
塚越 戸宮 下広谷 下広谷 富士見 富士見 千代田 塚越 石井

トルエン 13 12 1４ 15 13 13 11 12 9.3 －
キシレン 2.2 1.8 2.2 2.5 2.0 2.2 1.8 1.9 1.8 －
エチルベンゼン 2.４ 2.2 2.5 3.5 2.４ 2.４ 2.1 2.2 1.9 －
ジクロロメタン ４.0 ４.8 5.1 5.9 ４.3 3.7 3.3 3.9 3.7 150 以下
1,2,４-トリメチルベンゼン 1.1 1.0 1.1 1.0 0.96 1.2 0.99 1.1 0.72 －
1,3,5-トリメチルベンゼン 0.22 0.21 0.25 0.22 0.19 0.2４ 0.20 0.20 0.18 －
ノルマル－ヘキサン 2.４ 2.1 2.6 2.9 3.0 2.４ 2.3 ４.2 2.9 －
ベンゼン 0.96 0.87 1.0 0.90 0.90 1.0 0.8４ 0.93 0.87 3.0 以下
1,3-ブタジエン 0.078 0.085 0.095 0.077 0.076 0.10 0.073 0.088 0.068 －
四塩化炭素 0.52 0.51 0.50 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.51 －

（�3 ）大気中石綿濃度調査結果一覧（平成29年度）

No. 測定地域種別 市町村名 測定場所
総繊維数濃度

（本／リットル）
10 ⁄ 31 ～ 12 ⁄ 13

1 住 宅 地 域 熊 谷 市 熊谷市久下公民館 0.４0 
2 住 宅 地 域 秩 父 市 秩父市文化体育センター 0.33 
3 住 宅 地 域 飯 能 市 飯能市役所 0.30 
４ 住 宅 地 域 本 庄 市 本庄市児玉総合支所 0.36 
5 住 宅 地 域 春 日 部 市 春日部市役所 0.29 
6 住 宅 地 域 羽 生 市 羽生市役所 0.31 
7 住 宅 地 域 深 谷 市 深谷市幡羅公民館 0.４6 
8 住 宅 地 域 鶴 ヶ 島 市 鶴ヶ島市北市民センター 0.33 
9 住 宅 地 域 小 川 町 小川町総合福祉センター 0.30 
10 住 宅 地 域 久 喜 市 久喜市鷲宮東コミュニティセンター 0.４2 
11 道 路 沿 線 地 域 草 加 市 草加市花栗自排局 0.67 
12 道 路 沿 線 地 域 戸 田 市 戸田美女木自排局 1.1 ※
13 道 路 沿 線 地 域 入 間 市 国設入間自排局 0.85 
1４ そ の 他 の 地 域 上 尾 市 上尾市北部浄水場 0.35 
15 そ の 他 の 地 域 久 喜 市 久喜菖蒲公園 0.４0 
16 そ の 他 の 地 域 八 潮 市 西袋排水機場 0.3４ 
17 そ の 他 の 地 域 三 芳 町 旧三芳町清掃工場 0.36 
18 そ の 他 の 地 域 滑 川 町 滑川町文化スポーツセンター 0.４0 
19 そ の 他 の 地 域 吉 見 町 吉見町越中公園 0.3４ 
20 そ の 他 の 地 域 加 須 市 埼玉県環境科学国際センター 0.28 

※�　総繊維数濃度（幾何平均値）が1本/リットルを超えた場所については、その１本を超えた検体について石綿の同定を追加で�
行ったところ、石綿繊維は確認されなかった。
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（�4 ）ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設
ア　特定施設設置状況
　（ア）　大気基準適用施設設置状況� （H30.3.31現在)

番号 施　　設　　の　　種　　類
施設数 事業所数

県 市 計 県 市 計
1 焼結鉱の製造の用に供する焼結炉 0 0 0 0 0 0
2 製鋼用電気炉 3 1 ４ 3 1 ４
3 亜鉛回収施設 0 0 0 0 0 0
４ アルミニウム合金製造施設 38 1 39 9 1 10

5 廃棄物
焼却炉

４t／時以上 3４ 2４ 58
2t／時以上４t／時未満 72 5 77
200㎏／時以上2t／時未満 55 8 63
200㎏／時未満 69 17 86

小　　　　計 230 5４ 28４ 152 35 187
合　　　　　計 271 56 327 16４ 37 201
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　（ウ）　立入検査数及び行政措置件数� （平成29年度）

立入検査数 行政検査数
行政措置件数

命　　　　令 行 政 指 導
県 市 県 市 県 市 県 市

大気基準対象施設 210 ４４ 21 22 0 0 0 0
水質基準対象施設 76 ４ 5 1 0 0 0 0

イ　設置者による測定結果報告�
（ア）　大気基準適用施設� （平成29年度）

施設の種類 報 告 施 設 数 測定結果（最小～最大）
（ng-TEQ ／㎥ N）

基準値を超えた施設数
県 市※ 県 市※

製 鋼 用 電 気 炉 3 1 0.0000070 ～ 1.8 0 0
アルミニウム合金 
製 造 施 設 3４ 1 0.0 ～ 1.6 0 0

廃 棄 物 焼 却 炉 171 ４9 0.0 ～ 9.0 0 0
合　　　計 208 51 － 0 0

※ 1　市とは、さいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市をいう。

（イ）　ばいじん及び燃え殻� （平成29年度）

項　　　目 報 告 施 設 数 測定結果（最小～最大）
（ng-TEQ ／㎥ N）

基準値を超えた施設数
県 市※1 県 市※1

ば い じ ん 168 36 0.0 ～ ４４ 10 0
燃 え 殻 1４9 ４1 0.0 ～ 2.0 0 0

合　　　計※ 2 171 ４４ － 10 0
※ 1　市とは、さいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市をいう。
※ 2　ばいじん及び燃え殻をともに報告している場合、１施設として計上しているため、合計は一致しない。
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（�5 ）土壌の汚染に係る環境基準

項　　　　　　　目 環 境 上 の 条 件

カドミウム 検液１Ｌにつき0.01㎎以下であり、かつ、農用地においては、米１kgにつき0.４㎎
以下であること。

全シアン 検液中に検出されないこと。
有機燐（りん） 検液中に検出されないこと。
鉛 検液１Ｌにつき0.01㎎以下であること。
六価クロム 検液１Ｌにつき0.05㎎以下であること。

砒（ひ）素 検液１Ｌにつき0.01㎎以下であり、かつ、農用地（田に限る。）においては、土壌１
kgにつき15㎎未満であること。

総水銀 検液１Ｌにつき0.0005㎎以下であること。
アルキル水銀 検液中に検出されないこと。
ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。
銅 農用地（田に限る。）において、土壌１kgにつき125㎎未満であること。
ジクロロメタン 検液１Ｌにつき0.02㎎以下であること。
四塩化炭素 検液１Ｌにつき0.002㎎以下であること。
クロロエチレン（別名塩化ビニル又は
塩化ビニルモノマー） 検液１Ｌにつき0.002㎎以下であること。

1,2-ジクロロエタン 検液１Ｌにつき0.00４㎎以下であること。
1,1-ジクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.1㎎以下であること。
シス-1,2-ジクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.0４㎎以下であること。
1,1,1-トリクロロエタン 検液１Ｌにつき１㎎以下であること。
1,1,2-トリクロロエタン 検液１Ｌにつき0.006㎎以下であること。
トリクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.03㎎以下であること。
テトラクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.01㎎以下であること。
1,3-ジクロロプロペン 検液１Ｌにつき0.002㎎以下であること。
チウラム 検液１Ｌにつき0.006㎎以下であること。
シマジン 検液１Ｌにつき0.003㎎以下であること。
チオベンカルブ 検液１Ｌにつき0.02㎎以下であること。
ベンゼン 検液１Ｌにつき0.01㎎以下であること。
セレン 検液１Ｌにつき0.01㎎以下であること。
ふっ素 検液１Ｌにつき0.8㎎以下であること。
ほう素 検液１Ｌにつき１㎎以下であること。
1,４-ジオキサン 検液１Ｌにつき0.05㎎以下であること。

　備考
1　検液とは、土壌を 10 倍量の水と混合して振とうすることによって、汚染物質を溶出させた液。
2　�カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度に係

る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質の濃度がそれぞれ
地下水 1Lにつき 0.01mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、0.0005mg、0.01mg、0.8mg及び 1mgを超えていない場合には、
それぞれ検液 1Lにつき 0.03mg、0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、0.03mg、2.4mg及び 3mgとする。

3　�「検液中に検出されないこと」とは、平成 3 年 8 月 23 日環境庁告示第 46 号別表中「測定方法」の欄に掲げる方法により測
定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

4　有機燐（りん）とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNをいう。
5　クロロエチレン、1,�4�- ジオキサンの環境基準値は、平成 29 年 4 月 1 日から適用。
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（８）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

該　当　水　域達　成　期　間

全公共用水域直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００６㎎／L以下チウラム０.０１㎎／L以下砒素

０.００３㎎／L以下シマジン０.０００５㎎／L以下総水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。アルキル水銀

０.０１㎎／L以下ベンゼン検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下セレン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下四塩化炭素

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表１測定方法の欄に掲げる方法により測定した場
合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示第１２６号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（１０）地下水の水質汚濁に係る環境基準

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０１㎎／L以下砒素

０.００６㎎／L以下チウラム０.０００５㎎／L以下総水銀

０.００３㎎／L以下シマジン検出されないこと。アルキル水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下ベンゼン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

０.０１㎎／L以下セレン０.００２㎎／L以下四塩化炭素

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下塩化ビニルモノマー

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下１,２－ジクロロエチレン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、平成９年３月環境庁告示第１０号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した
場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数０.２２５９を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に
換算係数０.３０４５を乗じたものの和とする。

４　１,２－ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
５　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示１２７号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（９）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況

環　境
基準値

平　均　値最　大　値
基準値超
過検体数

総検
体数

項　目　名
地　点　名
（所在地）

河　川　名

非達成地点なし

（ 8）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

（ 9）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況� （平成28年度）

河川名 地　点　名
（所在地） 項　　目　　名 総検

体数
基準値超
過検体数 最　大　値 平　均　値 環　境

基準値
非達成地点なし

（１0）地下水の水質汚濁に係る環境基準
項　　　目 基　準　値 項　　　目 基　準　値

カドミウム 0. 003mg／L以下 1, 1, 1－トリクロロエタン 1mg／L以下
全シアン 検出されないこと。 1, 1, 2－トリクロロエタン 0. 006mg／L以下
鉛 0. 01mg／L以下 トリクロロエチレン 0. 01mg／L以下
六価クロム 0. 05mg／L以下 テトラクロロエチレン 0. 01mg／L以下
砒素 0. 01mg／L以下 1, 3－ジクロロプロペン 0. 002mg／L以下
総水銀 0. 0005mg／L以下 チウラム 0. 006mg／L以下
アルキル水銀 検出されないこと。 シマジン 0. 003mg／L以下
PCB 検出されないこと。 チオベンカルブ 0. 02mg／L以下
ジクロロメタン 0. 02mg／L以下 ベンゼン 0. 01mg／L以下
四塩化炭素 0. 002mg／L以下 セレン 0. 01mg／L以下
クロロエチレン（別名塩化
ビニル又は塩化ビニルモノ
マー）

0. 002mg／L以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L以下

1, 2－ジクロロエタン 0. 004mg／L以下 ふっ素 0. 8mg／L以下
1, 1－ジクロロエチレン 0. 1mg／L以下 ほう素 1mg／L以下
1, 2－ジクロロエチレン 0. 04mg／L以下 1, 4－ジオキサン 0. 05mg／L以下

　備考
　　 １　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
　　 2 �　「検出されないこと」とは、平成 9年 ３月環境庁告示第１0号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した場合に

おいて、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。
　　 ３ �　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数0. 2259を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に換算係

数0. ３045を乗じたものの和とする。
　　 4　 １ , 2 －ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
　　 5　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成26年１１月１7日環境省告示１27号により0. 0１mg／L以下に改正された。
　　 6 �　平成29年 4 月 １ 日から、塩化ビニルモノマーの項目名をクロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー）に変

更した。
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（８）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

該　当　水　域達　成　期　間

全公共用水域直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００６㎎／L以下チウラム０.０１㎎／L以下砒素

０.００３㎎／L以下シマジン０.０００５㎎／L以下総水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。アルキル水銀

０.０１㎎／L以下ベンゼン検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下セレン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下四塩化炭素

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表１測定方法の欄に掲げる方法により測定した場
合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示第１２６号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（１０）地下水の水質汚濁に係る環境基準

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０１㎎／L以下砒素

０.００６㎎／L以下チウラム０.０００５㎎／L以下総水銀

０.００３㎎／L以下シマジン検出されないこと。アルキル水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下ベンゼン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

０.０１㎎／L以下セレン０.００２㎎／L以下四塩化炭素

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下塩化ビニルモノマー

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下１,２－ジクロロエチレン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、平成９年３月環境庁告示第１０号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した
場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数０.２２５９を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に
換算係数０.３０４５を乗じたものの和とする。

４　１,２－ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
５　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示１２７号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（９）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況

環　境
基準値

平　均　値最　大　値
基準値超
過検体数

総検
体数

項　目　名
地　点　名
（所在地）

河　川　名

非達成地点なし

（ 8）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

（ 9）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況� （平成28年度）

河川名 地　点　名
（所在地） 項　　目　　名 総検

体数
基準値超
過検体数 最　大　値 平　均　値 環　境

基準値
非達成地点なし

（１0）地下水の水質汚濁に係る環境基準
項　　　目 基　準　値 項　　　目 基　準　値

カドミウム 0. 003mg／L以下 1, 1, 1－トリクロロエタン 1mg／L以下
全シアン 検出されないこと。 1, 1, 2－トリクロロエタン 0. 006mg／L以下
鉛 0. 01mg／L以下 トリクロロエチレン 0. 01mg／L以下
六価クロム 0. 05mg／L以下 テトラクロロエチレン 0. 01mg／L以下
砒素 0. 01mg／L以下 1, 3－ジクロロプロペン 0. 002mg／L以下
総水銀 0. 0005mg／L以下 チウラム 0. 006mg／L以下
アルキル水銀 検出されないこと。 シマジン 0. 003mg／L以下
PCB 検出されないこと。 チオベンカルブ 0. 02mg／L以下
ジクロロメタン 0. 02mg／L以下 ベンゼン 0. 01mg／L以下
四塩化炭素 0. 002mg／L以下 セレン 0. 01mg／L以下
クロロエチレン（別名塩化
ビニル又は塩化ビニルモノ
マー）

0. 002mg／L以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L以下

1, 2－ジクロロエタン 0. 004mg／L以下 ふっ素 0. 8mg／L以下
1, 1－ジクロロエチレン 0. 1mg／L以下 ほう素 1mg／L以下
1, 2－ジクロロエチレン 0. 04mg／L以下 1, 4－ジオキサン 0. 05mg／L以下

　備考
　　 １　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
　　 2 �　「検出されないこと」とは、平成 9年 ３月環境庁告示第１0号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した場合に

おいて、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。
　　 ３ �　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数0. 2259を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に換算係

数0. ３045を乗じたものの和とする。
　　 4　 １ , 2 －ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
　　 5　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成26年１１月１7日環境省告示１27号により0. 0１mg／L以下に改正された。
　　 6 �　平成29年 4 月 １ 日から、塩化ビニルモノマーの項目名をクロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー）に変

更した。

（�6 ）特定有害物質及び要措置区域又は形質変更時要届出区域の指定に係る土壌の汚染状態の基準（土壌汚染対策法）

特定有害物質の種類 ＜地下水の摂取などによるリスク＞
土壌溶出量基準

＜直接摂取によるリスク＞
土壌含有量基準

第
一
種
特
定
有
害
物
質

クロロエチレン 検液１Ｌにつき0.002㎎ 以下であること
四塩化炭素 検液１Ｌにつき0.002㎎ 以下であること
1,2- ジクロロエタン 検液１Ｌにつき0.00４㎎ 以下であること
1,1- ジクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.1㎎ 以下であること
シス-1,2- ジクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.0４㎎ 以下であること
1,3- ジクロロプロペン 検液１Ｌにつき0.002㎎ 以下であること
ジクロロメタン 検液１Ｌにつき0.02㎎ 以下であること
テトラクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.01㎎ 以下であること
1,1,1- トリクロロエタン 検液１Ｌにつき１㎎ 以下であること
1,1,2- トリクロロエタン 検液１Ｌにつき0.006㎎ 以下であること
トリクロロエチレン 検液１Ｌにつき0.03㎎ 以下であること
ベンゼン 検液１Ｌにつき0.01㎎ 以下であること

第
二
種
特
定
有
害
物
質

カドミウム及びその化合物 検液１Ｌにつきカドミウム0.01㎎ 以下であること 土壌１㎏ につきカドミウム150㎎ 以下であること
六価クロム化合物 検液１Ｌにつき六価クロム0.05㎎ 以下であること 土壌１㎏ につき六価クロム250㎎ 以下であること
シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと 土壌１㎏ につき遊離シアン50㎎ 以下であること

水銀及びその化合物 検液１Ｌにつき水銀0.0005㎎ 以下であり、かつ、
検液中にアルキル水銀が検出されないこと 土壌１㎏ につき水銀15㎎ 以下であること

セレン及びその化合物 検液１Ｌにつきセレン0.01㎎ 以下であること 土壌１㎏ につきセレン150㎎ 以下であること
鉛及びその化合物 検液１Ｌにつき鉛0.01㎎ 以下であること 土壌１㎏ につき鉛150㎎ 以下であること
砒素及びその化合物 検液１Ｌにつき砒素0.01㎎ 以下であること 土壌１㎏ につき砒素150㎎ 以下であること
ふっ素及びその化合物 検液１Ｌにつきふっ素0.8㎎ 以下であること 土壌１㎏ につきふっ素４,000㎎ 以下であること
ほう素及びその化合物 検液１Ｌにつきほう素1㎎ 以下であること 土壌１㎏ につきほう素４,000㎎ 以下であること

第
三
種
特
定

有
害
物
質

シマジン 検液１Ｌにつき0.003㎎ 以下であること
チオベンカルブ 検液１Ｌにつき0.02㎎ 以下であること
チウラム 検液１Ｌにつき0.006㎎ 以下であること
ポリ塩化ビフェニル（PCB）検液中に検出されないこと
有機りん化合物 検液中に検出されないこと

　備考
１�　�土壌溶出量基準は26の特定有害物質すべてについて、土壌含有量基準は「第二種特定有害物質」の9�物質に限り定められている。
2�　�土壌溶出量基準は、「土壌の汚染に係る環境基準」の表の「環境上の条件」の欄の検液中濃度に係る値と同じ値になっている。
３�　埼玉県生活環境保全条例に基づく土壌の汚染に係る基準についても、上と同じである。
4�　�クロロエチレンの基準値は、平成 29 年 4 月 １ 日から適用。

（�7�）農用地の土壌汚染状況調査の分析測定結果

調査年度

調査地点の分析測定結果
土壌中（乾物） 玄米中（現物）

銅（基準値 125mg/kg） 砒素（基準値 15mg/kg） カドミウム（基準値 0.４mg/kg）
最高 最低 平均 調査地点 最高 最低 平均 調査地点 最高 最低 平均 調査地点

一巡目 (5４~57) 
全県 32.3 0.1 11.3 90 11.8 tr 1.9 90 0.37 0.02 0.11 ４6

二巡目 (59~62) 
全県 23.6 0.1 9.0 90 5.3 tr 1.４ 90 0.30 nd 0.09 ４8

三巡目 (元 ~４) 
全県 21.6 0.3 9.3 90 8.0 tr 1.8 90 0.38 tr 0.09 ４6

四巡目 (6~9) 
全県 28.7 0.2 9.４ 87 13.1 tr 2.2 87 0.30 tr 0.06 31

五巡目 (11~1４) 
全県 30.8 0.1 11.2 180 11.3 0.1 2.0 180 0.28 tr 0.09 50

六巡目 (16~19) 
全県 21.5 tr 8.9 180 6.４ 0.1 1.7 180 0.31 tr 0.06 ４7

七巡目 (21~2４) 
全県 21.7 tr 9.5 165 7.9 tr 1.7 165 0.22 tr 0.03 ４3

八巡目 (26~29) 
全県 25.5 0.1 9.1 118 10.5 0.2 2.5 118 0.29 tr 0.05 31

( 注 ) �県農業技術研究センターの分析測定結果で、 昭和 58 年、 6３ 年、 平成 5年、 １0 年、 １5 年、 20 年、 25 年は各調査巡の取
りまとめ年である。�
nd : 検出限界以下 tr : 極微量検出
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（８）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

該　当　水　域達　成　期　間

全公共用水域直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００６㎎／L以下チウラム０.０１㎎／L以下砒素

０.００３㎎／L以下シマジン０.０００５㎎／L以下総水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。アルキル水銀

０.０１㎎／L以下ベンゼン検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下セレン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下四塩化炭素

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表１測定方法の欄に掲げる方法により測定した場
合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示第１２６号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（１０）地下水の水質汚濁に係る環境基準

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０１㎎／L以下砒素

０.００６㎎／L以下チウラム０.０００５㎎／L以下総水銀

０.００３㎎／L以下シマジン検出されないこと。アルキル水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下ベンゼン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

０.０１㎎／L以下セレン０.００２㎎／L以下四塩化炭素

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下塩化ビニルモノマー

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下１,２－ジクロロエチレン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、平成９年３月環境庁告示第１０号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した
場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数０.２２５９を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に
換算係数０.３０４５を乗じたものの和とする。

４　１,２－ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
５　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示１２７号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（９）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況

環　境
基準値

平　均　値最　大　値
基準値超
過検体数

総検
体数

項　目　名
地　点　名
（所在地）

河　川　名

非達成地点なし

（ 8）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

（ 9）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況� （平成28年度）

河川名 地　点　名
（所在地） 項　　目　　名 総検

体数
基準値超
過検体数 最　大　値 平　均　値 環　境

基準値
非達成地点なし

（１0）地下水の水質汚濁に係る環境基準
項　　　目 基　準　値 項　　　目 基　準　値

カドミウム 0. 003mg／L以下 1, 1, 1－トリクロロエタン 1mg／L以下
全シアン 検出されないこと。 1, 1, 2－トリクロロエタン 0. 006mg／L以下
鉛 0. 01mg／L以下 トリクロロエチレン 0. 01mg／L以下
六価クロム 0. 05mg／L以下 テトラクロロエチレン 0. 01mg／L以下
砒素 0. 01mg／L以下 1, 3－ジクロロプロペン 0. 002mg／L以下
総水銀 0. 0005mg／L以下 チウラム 0. 006mg／L以下
アルキル水銀 検出されないこと。 シマジン 0. 003mg／L以下
PCB 検出されないこと。 チオベンカルブ 0. 02mg／L以下
ジクロロメタン 0. 02mg／L以下 ベンゼン 0. 01mg／L以下
四塩化炭素 0. 002mg／L以下 セレン 0. 01mg／L以下
クロロエチレン（別名塩化
ビニル又は塩化ビニルモノ
マー）

0. 002mg／L以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L以下

1, 2－ジクロロエタン 0. 004mg／L以下 ふっ素 0. 8mg／L以下
1, 1－ジクロロエチレン 0. 1mg／L以下 ほう素 1mg／L以下
1, 2－ジクロロエチレン 0. 04mg／L以下 1, 4－ジオキサン 0. 05mg／L以下

　備考
　　 １　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
　　 2 �　「検出されないこと」とは、平成 9年 ３月環境庁告示第１0号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した場合に

おいて、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。
　　 ３ �　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数0. 2259を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に換算係

数0. ３045を乗じたものの和とする。
　　 4　 １ , 2 －ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
　　 5　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成26年１１月１7日環境省告示１27号により0. 0１mg／L以下に改正された。
　　 6 �　平成29年 4 月 １ 日から、塩化ビニルモノマーの項目名をクロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー）に変

更した。
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（８）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

該　当　水　域達　成　期　間

全公共用水域直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００６㎎／L以下チウラム０.０１㎎／L以下砒素

０.００３㎎／L以下シマジン０.０００５㎎／L以下総水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。アルキル水銀

０.０１㎎／L以下ベンゼン検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下セレン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下四塩化炭素

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表１測定方法の欄に掲げる方法により測定した場
合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示第１２６号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（１０）地下水の水質汚濁に係る環境基準

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０１㎎／L以下砒素

０.００６㎎／L以下チウラム０.０００５㎎／L以下総水銀

０.００３㎎／L以下シマジン検出されないこと。アルキル水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下ベンゼン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

０.０１㎎／L以下セレン０.００２㎎／L以下四塩化炭素

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下塩化ビニルモノマー

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下１,２－ジクロロエチレン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、平成９年３月環境庁告示第１０号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した
場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数０.２２５９を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に
換算係数０.３０４５を乗じたものの和とする。

４　１,２－ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
５　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示１２７号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（９）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況

環　境
基準値

平　均　値最　大　値
基準値超
過検体数

総検
体数

項　目　名
地　点　名
（所在地）

河　川　名

非達成地点なし

（ 8）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

（ 9）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況� （平成28年度）

河川名 地　点　名
（所在地） 項　　目　　名 総検

体数
基準値超
過検体数 最　大　値 平　均　値 環　境

基準値
非達成地点なし

（１0）地下水の水質汚濁に係る環境基準
項　　　目 基　準　値 項　　　目 基　準　値

カドミウム 0. 003mg／L以下 1, 1, 1－トリクロロエタン 1mg／L以下
全シアン 検出されないこと。 1, 1, 2－トリクロロエタン 0. 006mg／L以下
鉛 0. 01mg／L以下 トリクロロエチレン 0. 01mg／L以下
六価クロム 0. 05mg／L以下 テトラクロロエチレン 0. 01mg／L以下
砒素 0. 01mg／L以下 1, 3－ジクロロプロペン 0. 002mg／L以下
総水銀 0. 0005mg／L以下 チウラム 0. 006mg／L以下
アルキル水銀 検出されないこと。 シマジン 0. 003mg／L以下
PCB 検出されないこと。 チオベンカルブ 0. 02mg／L以下
ジクロロメタン 0. 02mg／L以下 ベンゼン 0. 01mg／L以下
四塩化炭素 0. 002mg／L以下 セレン 0. 01mg／L以下
クロロエチレン（別名塩化
ビニル又は塩化ビニルモノ
マー）

0. 002mg／L以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L以下

1, 2－ジクロロエタン 0. 004mg／L以下 ふっ素 0. 8mg／L以下
1, 1－ジクロロエチレン 0. 1mg／L以下 ほう素 1mg／L以下
1, 2－ジクロロエチレン 0. 04mg／L以下 1, 4－ジオキサン 0. 05mg／L以下

　備考
　　 １　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
　　 2 �　「検出されないこと」とは、平成 9年 ３月環境庁告示第１0号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した場合に

おいて、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。
　　 ３ �　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数0. 2259を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に換算係

数0. ３045を乗じたものの和とする。
　　 4　 １ , 2 －ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
　　 5　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成26年１１月１7日環境省告示１27号により0. 0１mg／L以下に改正された。
　　 6 �　平成29年 4 月 １ 日から、塩化ビニルモノマーの項目名をクロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー）に変

更した。

(１0) 地下水の水質汚濁に係る環境基準
項　　　目 基　準　値 項　　　目 基　準　値

カドミウム 0.003㎎／Ｌ以下 1,1,1-トリクロロエタン 1㎎／Ｌ以下
全シアン 検出されないこと。 1,1,2-トリクロロエタン 0.006㎎／Ｌ以下
鉛 0.01㎎／Ｌ以下 トリクロロエチレン 0.01㎎／Ｌ以下
六価クロム 0.05㎎／Ｌ以下 テトラクロロエチレン 0.01㎎／Ｌ以下
砒素 0.01㎎／Ｌ以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002㎎／Ｌ以下
総水銀 0.0005㎎／Ｌ以下 チウラム 0.006㎎／Ｌ以下
アルキル水銀 検出されないこと。 シマジン 0.003㎎／Ｌ以下
ＰＣＢ 検出されないこと。 チオベンカルブ 0.02㎎／Ｌ以下
ジクロロメタン 0.02㎎／Ｌ以下 ベンゼン 0.01㎎／Ｌ以下
四塩化炭素 0.002㎎／Ｌ以下 セレン 0.01㎎／Ｌ以下
クロロエチレン（別名塩化ビニ
ル又は塩化ビニルモノマー） 0.002㎎／Ｌ以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10㎎／Ｌ以下

1,2-ジクロロエタン 0.00４㎎／Ｌ以下 ふっ素 0.8㎎／Ｌ以下
1,1-ジクロロエチレン 0.1㎎／Ｌ以下 ほう素 1㎎／Ｌ以下
1,2-ジクロロエチレン 0.0４㎎／Ｌ以下 1,４-ジオキサン 0.05㎎／Ｌ以下

　備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については�、最高値とする ｡
2　�「検出されないこと」とは、平成 9 年 ３ 月 １３ 日環境庁告示第 １0 号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した場

合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。
３　�硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に換算係

数 0.３045 を乗じたものの和とする。
4　１,2― ジクロロエチレンの濃度は、シス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
5　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成 26 年 １１ 月 １7 日環境省告示 １27�号により 0.0１ ㎎／ L�以下に改正された。
6　�項目名のクロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー）は、塩化ビニルモノマーから変更したものである。（平

成 29 年 4 月 １ 日変更）

（平成29年度）
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（１１）地下水水質概況調査結果
　ア　項目別検出状況

基準適合率（％）基準超過地点数調査地点数項　　　　　目
１０００８６カドミウム
１０００８６全シアン
１０００８６鉛
１０００８６六価クロム
９４.２５８６砒素
１０００８６総水銀
１０００４アルキル水銀
１０００８６PCB
１０００８６ジクロロメタン
１０００８６四塩化炭素
１０００８６塩化ビニルモノマー
１０００８６１,２－ジクロロエタン
１０００８６１,１－ジクロロエチレン
１０００８６１,２－ジクロロエチレン
１０００８６１,１,１－トリクロロエタン
１０００８６１,１,２－トリクロロエタン
１０００８６トリクロロエチレン
１０００８６テトラクロロエチレン
１０００８６１,３－ジクロロプロペン
１０００８６チウラム
１０００８６シマジン
１０００８６チオベンカルブ
１０００８６ベンゼン
１０００８６セレン
９１.９７８６硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
１０００８６ふっ素
１０００８６ほう素
１０００８６１,４－ジオキサン

（平成２７年度）

河　　川　　底　　質土　　　　　　　壌水　　　　　　　質大　　　　　　　気

１５０pg－TEQ／g以下１,０００pg－TEQ／g以下
年間平均値が
１pg－TEQ／L以下

年間平均値が
０.６pg－TEQ／�以下

（１２）ダイオキシン類に係る環境基準

　イ　環境基準超過地点

基準値　（㎎/L）濃　度　（㎎/L）地　点項　　　　　目
０.０１以下０.０１２～０.０３４５地点　砒素
１０以下１２～２１７地点　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

（平成２７年度）

　ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

環境基準適合地点数
の割合（％）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

調査地点数
（井戸本数）

調査市町村数年度

８７.８１２２１３９５６２３
８９.９１２４１３８５６２４
８６.３１２０１３９５１２５
８６.４７６８８４７２６
８６.０７４８６４６２７

（１１）　地下水水質概況調査結果
　ア　項目別検出状況� （平成28年度）

項　　目 調査地点数 基準超過地点数 基準適合率（％）
カドミウム 86 0 100
全シアン 86 0 100
鉛 86 0 100
六価クロム 86 0 100
砒素 86 4 95.3
総水銀 86 0 100
アルキル水銀 5 0 100
ＰＣＢ 86 0 100
ジクロロメタン 86 0 100
四塩化炭素 86 0 100
塩化ビニルモノマー 86 0 100
1,2－ジクロロエタン 86 0 100
1,1－ジクロロエチレン 86 0 100
1,2－ジクロロエチレン 86 0 100
1,1,1－トリクロロエタン 86 0 100
1,1,2－トリクロロエタン 86 0 100
トリクロロエチレン 86 0 100
テトラクロロエチレン 86 0 100
1,3－ジクロロプロペン 86 0 100
チウラム 86 0 100
シマジン 86 0 100
チオベンカルブ 86 0 100
ベンゼン 86 0 100
セレン 86 0 100
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 86 12 86.0
ふっ素 86 0 100
ほう素 86 0 100
1,4－ジオキサン 86 0 100

　イ　環境基準超過地点� （平成28年度）

項　　　　　目 地　点 濃　度　（mg/L） 基準値（mg/L）

　砒素 4地点 0.011～0.040 0.01以下

　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 12地点 11～32 10以下

　ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

年度 調査市町村数 調査地点数
（井戸本数）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

環境基準適合地点数
の割合（％）

24 56 138 124 89.9
25 51 139 120 86.3
26 47 88 76 86.4
27 46 86 74 86.0
28 50 86 70 81.4

（１2）ダイオキシン類に係る環境基準

(１１) 地下水水質概況調査結果
ア　項目別検出状況� （平成29年度）

項　　目 調査地点数 基準超過地点数 基準適合率（％）
カドミウム 86 0 100
全シアン 86 0 100
鉛 86 0 100
六価クロム 86 0 100
砒素 86 5 9４.2
総水銀 86 0 100
アルキル水銀 ４ 0 100
ＰＣＢ 86 0 100
ジクロロメタン 86 0 100
四塩化炭素 86 0 100
クロロエチレン 86 1 98.8
1,2 －ジクロロエタン 86 0 100
1,1 －ジクロロエチレン 86 0 100
1,2 －ジクロロエチレン 86 0 100
1,1,1 －トリクロロエタン 86 0 100
1,1,2 －トリクロロエタン 86 0 100
トリクロロエチレン 86 0 100
テトラクロロエチレン 86 0 100
1,3 －ジクロロプロペン 86 0 100
チウラム 86 0 100
シマジン 86 0 100
チオベンカルブ 86 0 100
ベンゼン 86 0 100
セレン 86 0 100
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 86 8 90.7
ふっ素 86 0 100
ほう素 86 0 100
1,４ －ジオキサン 86 0 100

イ　環境基準超過地点� （平成29年度）

項　　目 地　点 濃　度　(mg/L) 基準値　(mg/L)
砒素 5 0.015 ～ 0.0４2 0.01 以下
クロロエチレン 1 0.0022 0.002 以下
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 8 11 ～ 23 10 以下

ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

年度 調査市町村数 調査地点数
（井戸本数）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

環境基準適合地点数
の割合（％）

25 51 139 120 86.3
26 ４7 88 76 86.４
27 ４6 86 7４ 86.0
28 50 86 70 81.４
29 ４6 86 72 83.7
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（１１）地下水水質概況調査結果
　ア　項目別検出状況

基準適合率（％）基準超過地点数調査地点数項　　　　　目
１０００８６カドミウム
１０００８６全シアン
１０００８６鉛
１０００８６六価クロム
９４.２５８６砒素
１０００８６総水銀
１０００４アルキル水銀
１０００８６PCB
１０００８６ジクロロメタン
１０００８６四塩化炭素
１０００８６塩化ビニルモノマー
１０００８６１,２－ジクロロエタン
１０００８６１,１－ジクロロエチレン
１０００８６１,２－ジクロロエチレン
１０００８６１,１,１－トリクロロエタン
１０００８６１,１,２－トリクロロエタン
１０００８６トリクロロエチレン
１０００８６テトラクロロエチレン
１０００８６１,３－ジクロロプロペン
１０００８６チウラム
１０００８６シマジン
１０００８６チオベンカルブ
１０００８６ベンゼン
１０００８６セレン
９１.９７８６硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
１０００８６ふっ素
１０００８６ほう素
１０００８６１,４－ジオキサン

（平成２７年度）

河　　川　　底　　質土　　　　　　　壌水　　　　　　　質大　　　　　　　気

１５０pg－TEQ／g以下１,０００pg－TEQ／g以下
年間平均値が
１pg－TEQ／L以下

年間平均値が
０.６pg－TEQ／�以下

（１２）ダイオキシン類に係る環境基準

　イ　環境基準超過地点

基準値　（㎎/L）濃　度　（㎎/L）地　点項　　　　　目
０.０１以下０.０１２～０.０３４５地点　砒素
１０以下１２～２１７地点　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

（平成２７年度）

　ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

環境基準適合地点数
の割合（％）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

調査地点数
（井戸本数）

調査市町村数年度

８７.８１２２１３９５６２３
８９.９１２４１３８５６２４
８６.３１２０１３９５１２５
８６.４７６８８４７２６
８６.０７４８６４６２７

（１１）　地下水水質概況調査結果
　ア　項目別検出状況� （平成28年度）

項　　目 調査地点数 基準超過地点数 基準適合率（％）
カドミウム 86 0 100
全シアン 86 0 100
鉛 86 0 100
六価クロム 86 0 100
砒素 86 4 95.3
総水銀 86 0 100
アルキル水銀 5 0 100
ＰＣＢ 86 0 100
ジクロロメタン 86 0 100
四塩化炭素 86 0 100
塩化ビニルモノマー 86 0 100
1,2－ジクロロエタン 86 0 100
1,1－ジクロロエチレン 86 0 100
1,2－ジクロロエチレン 86 0 100
1,1,1－トリクロロエタン 86 0 100
1,1,2－トリクロロエタン 86 0 100
トリクロロエチレン 86 0 100
テトラクロロエチレン 86 0 100
1,3－ジクロロプロペン 86 0 100
チウラム 86 0 100
シマジン 86 0 100
チオベンカルブ 86 0 100
ベンゼン 86 0 100
セレン 86 0 100
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 86 12 86.0
ふっ素 86 0 100
ほう素 86 0 100
1,4－ジオキサン 86 0 100

　イ　環境基準超過地点� （平成28年度）

項　　　　　目 地　点 濃　度　（mg/L） 基準値（mg/L）

　砒素 4地点 0.011～0.040 0.01以下

　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 12地点 11～32 10以下

　ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

年度 調査市町村数 調査地点数
（井戸本数）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

環境基準適合地点数
の割合（％）

24 56 138 124 89.9
25 51 139 120 86.3
26 47 88 76 86.4
27 46 86 74 86.0
28 50 86 70 81.4

（１2）ダイオキシン類に係る環境基準

(１3) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視結果
ア　大気（平成29年度）

地域分類 調査機関 調　査　地　点
調査結果[pg-TEQ/m3]

第１回
5/18~25※１

第２回
7/13~20※２

第３回
10/12~19

第４回
1/11~18※３ 平均値

一般環境
（19地点）

埼　玉　県
（12地点）

八潮局（八潮市水道部） 0.022 0.016 0.013 0.077 0.032 
新座局（水道管理センター） 0.0081 0.006４ 0.013 0.035 0.016 
富士見局（富士見市役所） - 0.0075 - 0.060 0.03４ 
日高局（高麗川南公民館） 0.010 0.0092 0.012 0.057 0.022 
久喜局（久喜南中学校） 0.016 0.011 0.009４ 0.0４0 0.019 
水産研究所（加須市） 0.018 0.023 0.0069 0.0４3 0.023 
鴻巣局（鴻巣市役所） - 0.013 - 0.070 0.0４2 
東松山局（五領町近隣公園） 0.013 0.010 0.019 0.0４0 0.021 
小川局（小川高等学校） - 0.0079 - 0.029 0.018 
深谷局（桜ヶ丘小学校） 0.018 0.016 0.018 0.030 0.021 
本庄児玉局（児玉児童公園） - 0.0077 - 0.022 0.015 
秩父局（秩父農林振興センター） - 0.0056 - 0.033 0.019 

さいたま市
（2地点）

大宮区役所 0.01４ 0.012 0.013 0.059 0.025 
さいたま市役所局（さいたま市役所） 0.012 0.0093 0.022 0.10 0.036 

川　越　市 川越市川越局（宮下町） 0.013 0.01４ 0.016 0.0４5 0.022 
越　谷　市 越谷市役所（越ヶ谷） 0.032 0.033 0.017 0.11 0.0４8 
川　口　市 川口市芝樋ノ爪小学校（芝樋ノ爪） - 0.012 - 0.073 0.0４3 
所　沢　市
（2地点）

所沢市教育センター（けやき台） 0.0079 0.0091 0.013 0.036 0.017 
所沢市東所沢局（東所沢） 0.0090 0.0082 0.012 0.0４6 0.019 

　一般環境平均 0.026 
固定発生源周辺 埼 玉 県 三ヶ尻（熊谷市三ヶ尻） 0.021 0.016 0.029 0.05４ 0.030 

沿　道
（3地点）

埼 玉 県
（3地点）

戸田美女木自排局（西部福祉センター） 0.0098 0.0099 0.021 0.05４ 0.02４ 
草加市花栗自排局（花栗中学校） - 0.01４ - 0.088 0.051 
朝霞幸町自排局（旧朝霞第四小学校） - 0.0083 - 0.0４9 0.029 

　沿道平均 0.035 
　全　地　点　平　均 0.027 

※1　八潮局は5/18 ～ 26
※2　新座局は7/13 ～ 21、川口市調査分は7/12 ～ 19
※3　加須局は1/11 ～ 21、川口市調査分は1/9 ～ 16

イ　公共用水域（河川水質・河川底質）におけるダイオキシン類常時監視結果（平成29年度）
水質環境基準：年間平均値１[pg-TEQ/L]以下、底質環境基準：１50[pg-TEQ/g]以下

NO. 河川名 調査地点 備
考 採取日

調査結果

調査機関河川水質[pg-TEQ/L] 河川底質
[pg-TEQ/g]測定値 年平均値

2

荒 川

秋ヶ瀬取水堰 H29.10. 5 0.10 0.10 1.1
国土交通省3 治 水 橋 基 H29.10. 5 0.091 0.091 1.3

8 親 鼻 橋 基 H29.11.17 0.03４ 0.03４ 0.1４
9 中津川合流点前 基 H29.11.17 0.010 0.010 0.12 埼玉県

10 芝 川 八 丁 橋 基
H29.11. 6 0.5４

0.４0
―

さいたま市H29.11.16 ― 8.6
H30. 1.30 0.26 ―

12 新 芝 川 山 王 橋 基 H29.11. 1 0.29 0.23 5.5 川口市H30. 1.15 0.17 ―

18
鴨 川

中 土 手 橋 基 H29.11. 6 0.35 0.23 0.79

さいたま市H30. 1.30 0.11 ―

19 加 茂 川 橋 H29.11. 6 0.13 0.11 36
H30. 1.30 0.081 ―

22 入 間 川 初 雁 橋 H29.10. 5 0.073 0.073 0.39 川越市
25 給食センター前 基 H29.11.17 0.010 0.010 0.13

埼玉県31 槻 川 兜川合流点前 基 H29.11.16 0.01４ 0.01４ 0.18

４1 和田吉野川 吉 見 橋 基 H29.11.16 0.４2 0.４2 ―
H29.12. 7 ― ― ４.0

４5 中 川 潮 止 橋

H29. 5.18 0.95

0.63

―

国土交通省H29. 8.2４ 0.73 ―
H29. 9.26 0.50 ―
H29.12.7 0.3４ ―
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NO. 河川名 調査地点 備
考 採取日

調査結果

調査機関河川水質[pg-TEQ/L] 河川底質
[pg-TEQ/g]測定値 年平均値

52

綾 瀬 川

内 匠 橋 基

H29. 5.19 0.65

0.81

―

国土交通省

H29. 7.25 2.0 ―
H29. 9.27 0.37 8.2
H29.12. 8 0.20 ―

53 手 代 橋

H29. 5.19 1.6

1.1

―
H29. 7.25 1.6 ―
H29. 9.27 0.61 ―
H29.12. 8 0.56 ―

5４ 槐 戸 橋

H29. 5.19 1.9

1.2

―
H29. 7.25 1.6 ―
H29. 9.27 0.87 50
H29.12. 8 0.38 ―

55 畷 橋 基 H29.11. 6 0.63 0.４1 5.5 さいたま市H30. 1.30 0.19 ―

A 綾 瀬 川 橋

H29. ４.1４ 0.83

0.95

―

越谷市H29. 8.23 1.6 ―
H29.11. 7 0.68 1.9
H30. 2. 1 0.70 ―

C 新 簀 子 橋 H29.11. 6 0.４8 0.56 7.1 さいたま市H30. 1.30 0.63 ―
D 関 橋 H29.11. 8 0.65 0.65 ―

埼玉県E 上 綾 瀬 橋

H29. ４.1４ 0.57

1.2

―
H29. 8.10 1.9 ―
H29.11. 8 1.6 ―
H30. 2. 1 0.58 ―

56 伝 右 川 伝 右 橋

H29. ４.1４ 0.50

1.2

―

埼玉県

H29. 8.10 1.7 ―
H29.11. 7 0.４6 220
H30. 2. 1 2.0 ―

57

古 綾 瀬 川

綾瀬川合流点前 基

H29. ４.1４ 0.31

0.61

―
H29. 8.10 0.99 ―
H29.11. 7 0.82 18
H30. 2. 1 0.32 ―

F 松 江 新 橋

H29. ４.1４ 0.50

0.5４

―
H29. 8.10 0.23 ―
H29.11. 7 0.96 86
H30. 2. 1 0.４7 ―

G 弁 天 橋

H29. ４.1４ 0.55

1.1

―
H29. 8.10 1.9 ―
H29.11. 7 0.80 80
H30. 2. 1 0.99 ―

60 元 荒 川 中 島 橋 基 H29.11. 7 0.50 0.50 1４

越谷市

6４ 新 方 川 昭 和 橋 基

H29. ４.1４ 0.77

1.1

―
H29. 8.23 2.４ ―
H29.11. 7 0.93 1.４
H30. 2. 1 0.４3 ―

65 大 落 古
利 根 川 ふ れ あ い 橋 基

H29. ４.1４ 0.6４

0.４7

―
H29. 8.23 0.４0 ―
H29.11. 7 0.70 2.9
H30. 2. 1 0.1４ ―

69 新 河 岸 川 い ろ は 橋 基 H29.11. 8 0.53 0.53 0.87 埼玉県
70 旭 橋 H29.10. 5 0.10 0.10 2.2 川越市
71 白 子 川 三 園 橋 基 H29.11. 8 0.079 0.079 1.2 埼玉県
77 不 老 川 不 老 橋 基 H29.10. 5 0.073 0.073 1.6 川越市
Ｉ 金 井 沢 橋 H29.11.10 0.15 0.15 5.1 所沢市
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NO. 河川名 調査地点 備
考 採取日

調査結果

調査機関河川水質[pg-TEQ/L] 河川底質
[pg-TEQ/g]測定値 年平均値

80 利 根 川 利 根 大 堰 基 H29. 9.26 0.10 0.10 5.5 国土交通省
87 福 川 昭 和 橋 基 H29.11.16 0.12 0.12 1.8

埼玉県92 元 小 山 川 県 道 本 庄 妻
沼 線 交 差 点 基 H29.12. 7 0.60 0.60 21

H 柳 瀬 川 清 柳 橋 H29.11.10 0.011 0.011 0.15 所沢市

注1）　NO.欄の数字は、平成28年度公共用水域水質測定計画の測定地点番号です。
　　　アルファベットは、同測定計画にない地点であることを示します。
注2）　備考欄の「基」は、環境基準点であることを示しています。

ウ　地下水常時監視結果（平成29年度）� 環境基準：1pg-TEQ/L以下

No. 調査機関 調査地点 採取日 調査結果
[pg-TEQ/L]

1

埼玉県

飯能市 原市場 H29.11.2４ 0.010
2 春日部市 倉常 H29. 9.1４ 0.011
3 羽生市 本川俣 H29. 8.28 0.022
４ 鴻巣市 川面 H29. 8.29 0.011
5 坂戸市 赤尾 H29.10.11 0.059
6 美里町 猪俣 H29.10.26 0.13
7 さいたま市 さいたま市 岩槻区金重 H29. 8.21 0.0４４
8 川越市 川越市 新宿町 H29.10.11 0.062
9 川口市 川口市 元郷 H29. 5.31 0.063
10 所沢市 所沢市 下富 H29.11.28 0.010
11 越谷市 越谷市 大間野町 H29.10.2４ 0.017

エ　土壌常時監視結果（平成29年度）� 環境基準：1000pg-TEQ/g以下
（ア）一般環境把握調査

No. 調査機関 調査地点 採取日 調査結果
[pg-TEQ/g]

1 さいたま市 さいたま市 中央区本町西 H29.10.25  0.5４
2

川越市 川越市
藤間 H29.12. 1  0.11

3 宮下町 H29.12. 1  0.5４
４

川口市 川口市
南鳩ヶ谷 H29.12.15  1.9

5 朝日 H29.12.15  0.88
6 芝塚原 H29.12.15  0.51
7

行田市 行田市
荒木 H29. 8.15  ４.2

8 持田 H29. 8.15  6.3
9 長野 H29. 8.15  1.1
10

所沢市 所沢市
けやき台 H29.11.20 19

11 並木 H29.11.20 11
12

飯能市 飯能市

双柳 H29.11.2４  0.20
13 長沢 H29.11.2４  0.51
1４ 下赤工 H29.11.2４  0.057
15 阿須 H29.11.2４  1.8
16 上名栗 H29.11.2４  0.35
17 本庄市 本庄市 児玉町児玉 H29.11.17  1.6
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　（イ）
項目

類型
水生生物の生息状況の適応性

基　　　　準　　　　値

全亜鉛 ノニルフェノール※1
直鎖アルキルベン
ゼンスルホン酸及
びその塩（LAS）※2

生 物 Ａ イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生
物及びこれらの餌生物が生息する水域 0.03㎎／L以下 0.001㎎／L以下 0.03㎎／L以下

生物特Ａ
生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水生
生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場と
して特に保全が必要な水域

0.03㎎／L以下 0.0006㎎／L以下 0.02㎎／L以下

生 物 Ｂ コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及び
これらの餌生物が生息する水域 0.03㎎／L以下 0.002㎎／L以下 0.05㎎／L以下

生物特Ｂ
生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に
掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔
の生育場として特に保全が必要な水域

0.03㎎／L以下 0.002㎎／L以下 0.04㎎／L以下

該当水域 全公共用水域のうち、水域類型ごとに指定する水域
備考　　基準値は、年間平均値とする。（湖沼もこれに準ずる。）
　　　※ 1　ノニルフェノールは、平成24年 8 月22日環境省告示第127号により追加。
　　　※ 2　直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（LAS）は、平成25年 3 月27日環境省告示第30号により追加。
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（注）１　自然環境保全：自然探勝等の環境保全
　　　２　水　　道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの
　　　３　水　　産１級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用
　　　　　　　〃　　２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用
　　　　　　　〃　　３級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用
　　　４　工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　３級：特殊の浄水操作を行うもの
　　　５　環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度

（１）生活環境の保全に関する環境基準
　ア　河川（湖沼を除く）
　（ア）

　（イ）

基　　　　　　　準　　　　　　　値

利用目的の適応性

項目　

　類型
大腸菌群数

溶存酸素量
（DO）

浮遊物質量
（SS）

生物化学的
酸素要求量
（BOD）

水素イオン
濃度（pH）

５０MPN
／１００mL以下

７.５㎎／L以上２５㎎／L以下１㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 １ 級
自 然 環 境 保 全
及びＡ以下の欄に掲げるもの

ＡＡ

１,０００MPN
／１００mL以下

７.５㎎／L以上２５㎎／L以下２㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 ２ 級
水 産 １ 級
水 浴
及びＢ以下の欄に掲げるもの

Ａ

５,０００MPN
／１００mL以下

５㎎／L以上２５㎎／L以下３㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 ３ 級
水 産 ２ 級
及びＣ以下の欄に掲げるもの

Ｂ

―５㎎／L以上５０㎎／L以下５㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 産 ３ 級
工 業 用 水 １ 級
及びＤ以下の欄に掲げるもの

Ｃ

―２㎎／L以上１００㎎／L以下８㎎／L以下
６.０以上

８.５以下

工 業 用 水 ２ 級
農 業 用 水
及 び Ｅの欄に掲げるもの

Ｄ

―２㎎／L以上
ごみ等の浮遊
が認められな
いこと。

１０㎎／L以下
６.０以上

８.５以下
工 業 用 水 ３ 級
環 境 保 全Ｅ

全公共用水域のうち、水域類型ごとに指定する水域該当
水域

備考　基準値は、日間平均値とする。（湖沼もこれに準ずる。）

該当水域

基　　　準　　　値

水生生物の生息状況の適応性

項目

類型

直鎖アルキルベンゼ
ンスルホン酸及びそ
の塩（LAS）※２

ノニルフェノール※１全　亜　鉛

全公共用水域のう
ち、水域類型ごと
に指定する水域

０.０３㎎／L以下０.００１㎎／L以下０.０３㎎／L以下
イワナ、サケマス等比較的低温
域を好む水生生物及びこれらの
餌生物が生息する水域

生 物 Ａ

０.０２㎎／L以下０.０００６㎎／L以下０.０３㎎／L以下

生物Ａの水域のうち、生物Ａの
欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場
として特に保全が必要な水域

生物特Ａ

０.０５㎎／L以下０.００２㎎／L以下０.０３㎎／L以下
コイ、フナ等比較的高温域を好
む水生生物及びこれらの餌生物
が生息する水域

生 物 Ｂ

０.０４㎎／L以下０.００２㎎／L以下０.０３㎎／L以下

生物Ａ又は生物Ｂの水域のう
ち、生物Ｂの欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は幼稚
仔の生育場として特に保全が必
要な水域

生物特Ｂ

備考　　基準値は、年間平均値とする。（湖沼もこれに準ずる。）
　　　※１　ノニルフェノールは、平成２４年８月２２日環境省告示第１２７号により追加。
　　　※２　直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（LAS）は、平成２５年３月２７日環境省告示第３０号により追加。

（ １）生活環境の保全に関する環境基準
　ア　河川（湖沼を除く）
　（ア）

No. 調査機関 調査地点 採取日 調査結果
[pg-TEQ/g]

18

羽生市 羽生市

上岩瀬 H29.10.2４  0.1４ 
19 下手子林 H29.10.2４  0.４1
20 弥勒 H29.10.2４  7.3
21 上新郷 H29.10.2４  0.083
22 越谷市 越谷市 蒲生西町 H29.10.26  ４.４
23

戸田市 戸田市
上戸田 H30. 1.18 20

2４ 笹目北町 H30. 1.18 33
25

三郷市 三郷市
中央 H29.10.25  2.5

26 早稲田 H29.10.25  ４.6
27 高州 H29.10.25  0.0４8
28

坂戸市 坂戸市
石井 H29. 8.23 10

29 新堀 H29. 8.23  5.2
30 鶴ヶ島市 鶴ヶ島市 富士見 H30. 1.11  5.3
31

ふじみ野市 ふじみ野市

福岡新田 H30. 2.22  3.3
32 元福岡 H30. 2.22  5.2
33 苗間 H30. 2.22  1.8
3４ 上野台 H30. 2.22  0.10

（イ）発生源周辺状況調査� 環境基準：１000pg-TEQ/g 以下

No. 調査機関 調査地点 採取日 調査結果
[pg-TEQ/g]

1

埼玉県

川越市 笠幡 H29.12.15 7.3

2

鶴ヶ島市

上新田 H29.12.15 7.0

3 高倉 H29.12.15 12

４ 新町 H29.12.15 1.9

5

日高市

駒寺野新田 H29.12.15 1.４

6 駒寺野新田 H29.12.15 ４.8

7 旭ケ丘 H29.12.15 5.9

8 森戸新田 H29.12.15 5.5
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